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近年，「日本漁業は停滞している」と声高に叫ぶ向きもある。世界的な漁業の

食料としての位置づけが高まりつつあり，世界的に漁獲量の拡大傾向が継続する

中で，1980年代中ごろ1,200万トンと，世界一の漁獲量を占めてきた日本の漁獲量

は2016年には469万トンに減少したことを受け，“漁業後進国”と言われるような

事態が進行している。そして，その原因のひとつに日本漁業の95%程度を占める

家族労働力に依存した小規模な漁家経営にあるとする論調も見受けられるよう

になってきた。したがって，こうした非効率的な小規模漁業経営を消滅させ，大

規模化，あるいは企業化の方向性こそが日本漁業を再生する道であるとするキャ

ンペーンが盛んに行われている。例えば，日経ビジネス・オンライン2017年 8月

28日号の記事「独り負けニッポン漁業」によれば，日本漁業の現状に関して

「2013～15年平均と2025年（予想）を比較すると，漁獲量を急速に増やしている中

国のほかインド，ノルウェーなどが軒並み大きく成長する一方，日本はマイナス

です」と述べている。その要因を次のように主張する。「日本には約15万隻の漁

船がありますが，平均トン数は 4トン。韓国に比べると半分以下，ノルウェーに

比べると10分の 1以下です」と日本漁業の小規模性をとりあげ，「漁獲に必要な

『設備投資』が進んでいるとは言いにくいでしょう」と結論づける。また，漁業

先進国としてのモデルにハイテク化の進んだ大規模なノルウェー漁業がとりあ

げられ，日本漁業の生き残りは，ノルウェー漁業が辿ってきた道に学ぶべきだと

主張する論者も存在する。

こうした主張が強まる中で養殖業においても小規模家族経営よりも規模の大

きな企業的経営を基本的な政策の基調にすべきだという論調も見受けられ，多数

の小規模漁家経営による養殖業の在り方に基本的な疑義を投げかける論者も存

在する。そしてこうした論調が強まる中で，最近，「漁業を成長産業へ」という

掛け声とともに漁業外の外部企業にも海面養殖業へ自由に参入できるように「オ

ープンアクセスにせよ」という声が盛んに言われるようになってきた。その際，

「岩盤規制」として障害となっているのは，漁業権の免許主体が漁協となってい
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る特定区画漁業権であるという。この特定区画漁業権は，小規模な沿岸漁業者が

操業を行っている共同漁業権と並んで組合管理漁業権と呼ばれているもので漁

協が各漁村で漁業権行使規則を作成し，この行使規則に沿って組合員である養殖

業者に権利を行使させる自主管理の漁業権である。したがって地区漁民による漁

場利用に関しての調整・管理が前提となる。

こうした漁場の自主管理の理念は，明治以前の時代から存在し，江戸時代の封

建体制の下にあっては，「磯は地付け，沖は入会い」とした中にそれは示されて

いる。これは，封建領主によって磯＝地先漁場は当該漁村（数か村にわたることも

ある）の占有を前提として漁村（半農半漁村を含めて）の慣習的なルールに基づく零

細漁民が圧倒的多数を占める村民全体の利用が行われ，沖合漁場は自由な入会い

ということを認めたものである。こうした漁場利用システムは，今日まで続く沿

岸漁業の基層ともいうべき理念であり，明治以降，こうした慣習が制度化され，

明治漁業法の専用漁業権として結実した。そして戦後の民主化という改革の中

で，1949年12月にも新漁業法の共同漁業権，そして1962年に明確化された特定区

画漁業権として現在に至っている。また，1999年に施行された持続的養殖生産確

保法においてもそれは生かされている。この法律は，養殖業，とくに魚類養殖業

の成長とともに過密養殖によって問題となってきた漁場の老化による各種疾病

の発生の対応として漁協による自主的な漁場改善計画の樹立が明記されている。

こうして沿岸漁場を有効に利用してきた生業的養殖経営が多数を占める日本の

養殖業は，経済的効率性・合理性だけで評価することはできない。なによりも特

定区画漁業権に基づく漁協組織を介在させた漁場の自主管理という視点から評

価すべきものなのである。

もちろん企業的経営が悪いと言っているのではなく，現実に存在する多数を

占めている小規模漁家経営も養殖生産の担い手として位置づけ，企業的経営との

協調・共存を図るべきであると考えているのである。その場合の前提条件は，漁

場の漁協を介在させた地区漁民の自主管理であり，企業進出も地区漁民による合

意形成が必要であると主張しているに過ぎない。

（福井県立大学　名誉教授　長谷川健二・はせがわ けんじ）
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